
実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①
県職員のた
めの研修等
の実施

県職員のＮＰＯに対する理
解を深めるため、県内のＮＰ
Ｏへの職員の短期派遣研
修や団体の活動情報の提
供、協働事例の紹介等を実
施する。

・県職員のＮＰＯ短期派遣
研修の実施

【毎年１５名以上の派
遣】

・5法人へ8名の職員を派遣
・意見交換会の議事録を県ＨＰ
へ掲載

・参加職員及び派遣先ＮＰ
Ｏの拡大
・今回は初参加の職員が多
数

・NPOとの日程調整等の改
善（NPO内での職員参加の
周知等）

・募集のかけ方を見直す。
（派遣先NPOの事業のより
詳細な情報提供、研修風景
の掲載）

・県職員のＮＰＯ
に対する理解の
増進

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

②
市町村職員
のための研
修等の実施

地域の課題解決力（地域
力）を高めるためには、市町
村が果たす役割が重要に
なってくることから、市町村
職員に対し、地域支援企画
員による他地域での先進事
例の紹介や、ＮＰＯをはじめ
とする社会貢献活動団体と
の連携・協働の必要性につ
いて理解を深めるための研
修等を実施する。

・市町村職員とＮＰＯとの意
見交換会の開催（再掲）

・市町村新採職員への研修
の実施（全市町村）

・市町村職員とＮＰＯと
の意見交換会（再掲）
　【年１回開催】

・市町村新採職員への
研修（全市町村）
　【年１回開催】

・NPOと市町村との情報交換会
を実施予定　テーマ「災害」
　3/9　　高知市
　3/24　四万十市

・市町村新採職員への研修
　テーマ「協働を考える」

・引き続き実施する。

・協働事業の増加

・市町村職員のＮ
ＰＯに対する理解
の増進

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

①
社会貢献活
動団体と各
主体との
パートナー
シップづく
り

県、市町村、事業者、県
民、社会貢献活動団体など
さまざまな主体が、課題解
決のために連携し、協議等
を行う場（プラットフォーム
（※））を設ける。

②
社会貢献活
動団体と各
主体との協
働事例の創
出

①の「プラットフォーム」にお
ける協議検討を踏まえて、さ
まざまな主体が役割を担う
協働事例を創出する。

③
政策等検討
段階での参
画機会の創
出

県の政策決定過程におい
て、「プラットフォーム」の事
例に準じ、社会貢献活動団
体などが関わる機会を持つ
ような仕組みの検討を行う。

３
　
協
働
に
関
す
る
情

報
提
供

①
地域力向上
につながる
先進事例の
情報提供

さまざまな主体の連携により
生み出された協働事例につ
いては、地域力を高めるた
めのモデルとして、あらゆる
機会を捉えて情報提供を行
う。

・市町村職員の研修会にお
ける、モデル事業の報告

・ＮＰＯと市町村との協働モ
デル事業の報告書の配布
（再掲）

・市町村職員の研修会
における、モデル事業
の報告
　【年１回実施】

・ＮＰＯと市町村との協
働モデル事業報告書の
配布（再掲）

・NPOと市町村との情報交換会
を実施予定　テーマ「災害」
　3/9　　高知市
　3/24　四万十市

・協働事業の増加

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

　※プラットホーム･･･この計画では、ＮＰＯ、行政（県、市町村）、事業者（企業）などが、対等な立場で、課題の解決策等について協議・連携する場と位置づけている。

２
　
相
互
理
解
に
よ
る
協
働
の
促
進

１
　
職
員
の
協
働
に
対
す
る
理
解
の
促
進

・県内ＮＰＯの活動実績と県
政上の課題を検討し、事業
担当課に個別にアプローチ
する。
（幹部級の会議での働きか
け、地域支援企画員への働
きかけ）

・継続的な交流や事業展開
をめざし、事業終了後の
フォローを行う。

・提案の５０％以
上の事業化

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成27年12月末日時点

実施
主体

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

今年度１テーマ２回開催
【担当課；県民生活・男女共同
参画課】
テーマ：女性が働きやすい環境
づくり

2月3，4回実施予定

・県庁事業担当課に対する
ニーズの洗い出し

・事業終了後の事業担当課
へのフォロー

実
施
項
目

取組目標
行　動　計　画　（Ｐ）

・様々な主体と県職員とで
県政の課題について検討
する会議の実施（こらぼ・

で・とーく）

【年６回実施】

  基本方針Ⅳ 社会貢献活動団体と各主体との協働の促進 


